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IV.合 意形成 の為 の方 法論

IV章 ・緒 言

第IV章 で は、P1(住 み手)の 合意形成 の為 に有効 であ ると考 え られ る方法論を提

示す る。

第一 に、P3(公 共主体)の 負担 の論理 について述べ る。P1の 合意形成 を促す為 に

は、費用負担額 を減 じることが効果的であ る。この為 の直接的方法 と しては再生工事

の コス トダ ウンが挙 げ られ るが、工事技術的検討 については本研 究で扱 う主た る範囲

か ら除外 す る。主体 間の負担 割合 に着 目す ると、賃 貸において はP2(所 有主体)・

P3(公 共主体)、 分譲 におい てはP3(公 共主体)の 費用負担割合 を増す こ とに より、

P1(住 み手)・P1・2(住 み手 ・所有主体)の 費用負担 を各 々減 じるこ とがで きるこ と

か ら、P3(公 共主体)の 負担 の論理 と方 法に関 して考察す る。

次に、合意形成 プ ロセ スにおけ るP4(専 門家)の 役割 について論 じる。集合住宅

再生にお けるP4(専 門家)の 役割 は、再生計画の策定 ・実行 の プロセスを通 じてP1

～P3の 再生効 用が費 用負 担 を上回 るべ く再生項 目と費用負担割合 を調整す ることに

ある と して、役 割に関す る検討 を行 う。

最後 にP4(専 門家)が 提示すべ き集合住宅 の再生 メニ ューの抽 出方 法の試案 とし

て、第III章-2節 の成果 を踏 ま えて、ア ンケー ト調査 による再生希望の有無 と居住者

属性 によ る再 生効用 に対 す る期待 の大 きさ傾 向の違い に着 目して、各P1の 再生希望

推 定 を行 うことに よ り、再生計画時 にお けるP1(住 み手)の 希 望割合 が高い再生項

目の抽出 ・絞込 みを行 うことがで きる可能性 を論 じる。

ここで留意すべ きは、再生 に よる効用 は正確 には定量化 で きない とい う事実である
。

従 って、合意形成 のプ ロセスは、相 互補完 関係 にあるP1(住 み手)・P2(所 有 主体)・

P3(公 共主体)の 効 用 と負担 の関係 を、で きる限 り判 り易 く各 主体 に認識 させ、効

用 と負 担 に対す る意識 を収斂 させ てい く過程 である とい える。云 うまで もな くこの過

程 は、再生性能(R)レ ベル と意 思決 定(D)レ ベル が上位 にな るにつれて複雑化す

る。本 章では、我が国 が未だ経験 して いない ものの近い将来に直面す るで あろ う上位

レベル の集 合住宅団地 の再生 にお けるP1(住 み手)・P2(所 有 主体)とP3(公 共主

体)の 効用 と負 担 の 「折 り合 い」のつ け方 を例示 し、合意形成 の過程 にお けるP4(専

門家)に よる効用 と負担 の明確化 の役割 関係 を示唆す るものであ る。
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IV―1 P3(公 共 主 体)の 補 助 及 び 住 政 策 の 論 理 と手 法

本節で は、Bijlmermeerを 始め とす る収集 した海 外再生事例 において 、P3(公 共

主体)の 費用負 担及び制度的政策 が必要 とされ た背 景 と方 法に関す る知見 を整理 し、

我 が国 にお ける集 合住宅団地の再生におけ るP3(公 共主体)の役割 と補助手法 ・法制

度 が取 り得 る可能性 を提示す る。

1.1 P3(公 共主体)の 役割 の整理

第I章 において述 べた よ うに、本研究 にお いては、合意 とい う意思決定 は、関連主

体P1(住 み手)・P2(所 有主体)・P3(公 共主体)の 再生効用 が、各々費用負担 を上

回 るこ とによって成 立 し、再生工事前にその成立 を確認す るプ ロセスが合意形成で あ

るとした。P1(住 み手)、P2(所 有主体)の 再生効 用が費用負 担 を下回 る場合 におい

て も、P3(公 共主体)に 再生効用が得 られ る場合 には、P1又 は、P2へ の補助 とい

う形式 でP3の 費用負担が行 われ る。

そ もそもP3(公 共主体)の 役割 は、政策上 の 目的 として公平で効率的 な 「市場 の

失敗 」及 び 「政策 の失敗」を相殺す るこ とにあ り、この達成 に より効用 を得 ることに

な る。例 えば、集合住宅の再生行為 にお いては、「最低 限の居住 レベルの保証」「再分

配(低 所得者用住 宅)」 「外部不経済 の排 除(ス ラム対策)」 「政策へ の失敗 の相殺(高

齢者対策)」 な どが政策 目標 として挙げ られ る。

次節以下で取 り上 げる事例 を政策 目標別 に整理す ると以下の よ うになる。

(1)再 配 分:低 所得者用住宅 ・家賃補助(Bijlmermeer)

家賃 コン トロール ・再生効果 ポイ ン ト(オ ランダ)

(2)外 部 不経 済 の排 除:ス ラム ・麻 薬 ・バ ンダ リズム対策(Bijlmermeer、 米 ・

ベ ニングパー ク)

(3)最 低 限の居住 レベル保証:失 業対策 ・教育補助(Bijlmermeer)

(4)政 策失敗 の相殺:高 齢 者対策(高 蔵寺ニ ュー タ ウン)

P2(所 有主体)の 経営安定確保(オ ランダ ・デ ンマー ク)

(5)住 宅政策 の効 率化:民 間活用(米 ・ベ ニングパー ク)

賃貸P1・2化(デ ンマー ク)

Koophuur(オ ランダ)

以下、政策 目標毎 に最 も特徴的 な再生事例 を取 り上 げ。P3(公 共 主体)の 関与 方

法 ・役割 を記述す る。
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1.2 P3(公 共 主体)に よる費用負担 の事例

1.2.1再 配分

(1)低 所 得者用 住宅 ・家賃補 助(Bijlmermeer)

Bijlmermeerの 第二次再生 においては、低所得者用低家賃住戸 の確保 を条件 とした

再生資金補助 及び低所 得者 を対象 とした家賃補助が行 われ た。この手法に よるP3(公

共 主体)の 関与 は、我 が国や欧米諸 国において も広 く行 われ てい る。

(2)補 助 ・融 資制度 ・家 賃 コ ン トロール ・再生効 果ポイ ン ト(オ ラ ンダ)

ここでは、オ ランダの主要 な住宅所有者 であ るHousing Corporation(以 下 「住宅

公社 」)に対す る融資 を中心に述 べ る。住宅公社への融 資は1970年 代以前 は政府 ・自

治体が借 り入れ の保障者 となっていた。しか し、1980年 代 に政府 は保 障 を取 り止 め、

その代替 に1984年 にWSW(the Social Housing Guarantee Fund)と い う政府 出資

の低利融資民間機 関を設 立、これ は現在 政府 が関係す る唯一 の住宅投資であ るととも

に、住宅公社 の主要な資金源 とな って い る。 こ うした融資の結果,各住宅公社 はほぼ

問題 はな く独 自に収入 を確保 してお り、資金問題 を起 こ してい るのは全体の約2%に

あた る22の 公社 で、 これ らは国の補助対象 とな る予 定である。 また、その後、住宅

公社 と政府 が共同で出資 してCHF(the Central Housing Fund)と い う資金提供機

関も設 立 され てい る。WSWの 約40,000百 万ギルダー(1ギ ルダー≒0.5U.S.ド ル)に対 し、

CHFは225百 万ギルダーを1996年 末 の時点で住宅公社 に融 資 してい る。融資 の使途

についてはBBSH(the Subsidized Rented Sector Management Decree)と い う法令

で規定 されてお り、住宅事業 に制 限 を設 けてい る。この規定の本質 は利益 を住宅事業

に還元す るこ とで あ る。 下記 にこの法令 の5つ の 目的 を簡単 に記述す る。

・低所得者 ・身障者 ・高齢 者な どに快適 な住居 を供給す るこ と。

・住居 の新築 ・改 良 ・補修 に際 してその質 を確保す る こと。

・住居 の運 営 ・管理 ・決定 に居住者 の参加 を促進す ること。

・管理 に関す る経 済的 ・資金的決 定 を継続 して行 な うこ と。また長期 にわた る補助

対象賃貸 住居 に対 して 、良好 な収支 を計画 し、助成す ること。

・地 区 ・近隣 ・団地 にお いて も質 を向上 させ るこ と。

また、オ ランダにお ける住 関係 の融資 ・補助について、主な法制度 を図表IV-1.2-1に

示す。
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図表IV-1.2-1オ ランダの住宅関係 融資 ・補助 法制 度 リス ト

第2次 世界 大戦後 、政府 はオ ランダの賃貸住 宅の質 と家賃 を賃借人保護の観 点か ら

コン トロール していた。これ は欧州 でも独 自のスタイル である。この家賃 コン トロー

ル の基本法 は1979年 に制 定 され たthe Residential Tenancies Rent Actで 、公共 ・

民間 の双方 に適用 され ていた。 この法令 には、家主 ・住み手の意見 を聞いた上 で、政

府 が毎年 定め る最大上昇 率の範囲 で1年 に1度 家賃 を上 げ るこ とができ るとい った

内容 も含 まれていたが、1993年 に公共住宅 については別 立ての法規 となった。以降、

公 共住宅では、住宅公社 と自治体が家賃 の最低 上昇率 を決定 し、管理下 の各住戸の家

賃 は個々 に決 め られ ることとなってい る。 また、各住戸 の家賃 を決 める上で、 「住戸

ポイ ン トシステ ム」 とい うしくみがあ る。これ は、住戸 の再生 な どで住戸 の質 を確保

す るこ とに よ りその住 戸に対す るポイ ン トが加 算 され 、合計 ポイ ン トが毎年 の家賃増

額 に反映 され るとい うものであ る。家賃補助制度 については図表IV-1.2-2に 示 した よ

うに、The Rent Allowance Actで 定 め られ てい る。 これ は経 済弱者 に対す る家賃補

助制度 で、1997年 に改 良 され てい る。

(出 典)VORM"Housing the Netherlands",1997

図 表IV-1.2-2The Rent Allowance Actシ ス テ ム 図
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1.2.2外 部不経 済 の排 除

(1)ス ラム ・麻薬 ・バ ンダ リズムの対策(Bijlmermeer)

ス ラム化 が進行 したBijlmermeerの 再生においては、P3の 再生イ ンセ ンテ ィブ、

即 ち政策 上の必要性 は高 く、国 ・市 ・地 区 ・EU(当 時EC)を 含 めた広範 な公共主

体 が関与 した。

「ス ラムに よる外 部不経済の主要な原因 は、住宅ではな く、貧困や失業 である」*

1(Rosen
,1985)と されてお り、Bijlmermeerに お ける公 共補 助が 「ハー ド」だ けで

な く、失 業対策 ・麻薬 対策 とい った 「ソフ ト」を含 めて対象 とした ことは、重要な原

因 の排除 に よって再生効用 が大 き くな るこ とか ら効果的 な費用負担手法で ある。又、

外部 経済 の発生源 に対 して補 助金 を与 えた場合 に資源 配分 の効率性 が高ま るこ とか

ら・アムステル ダム市において顕著なス ラムが生 じていたBijlmermeerへ のP3の 補

助 は、アムステル ダム市全体 に対 して の効果 を考慮 して十分な動機 を有 していた と考

え られ る。

P2(所 有主体)の 費用負 担 の減少効果 と しては以下の よ うに説 明できる。

Bijlmermeerの 再 生において は、複数回の再生 に失敗 し空室率の上昇 に よる賃料収

入 の減少 と再生費用 の債務 に よって倒産 寸前のハ ウジ ング ・ア ソシエ ーシ ョンを、

P3(公 共主体)が 補助金 に よるイ ンセ ンテ ィブ を与 える ことに よってアムステル ダ

ム市最大 のハ ウジング ・ア ソシエ ーシ ョン“Patrimonium” に よって買収 させ た
。P2

は、再生投資額 を減 じるこ とに よ り、費 用負 担が減 少 した。

1.2.3最 低 限の居住 レベル保 障

(1)失 業対 策(Bijlmermeer)

P1(住 み手)の 最低限の居住 レベル を保障す る為 には、P1の 収入 を確保す る必要

が ある。Bijlmermeerの 第2次 再生においては、失業者 に対す る再教育プ ログラム、

団地内雇用創出 プログラムが実施 された。失業者 を減少 させ るこ とに よ り、犯罪や麻

薬 の減少等 を通 じて居住地 と しての環境 向上を図 る と共 に、P2(所 有 主体)に とっ

て は家賃未払い リスクの減少効果 があ る。

(2)教 育補 助(Bijlmermeer)

教育 に対す る補助 として は、上記 の失業者 に対す る再教育以外 に、移 民に対す るオ

ランダ語教育、少年少女 に対す る教育促進 プ ログラムが行 われ た。これ らのプ ログラ

ム は人権的保証 と共 に、居住者 の平均的 な教育 レベル の向上 による中 ・長期 的な居住
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環境 の改善効果 を 目的 と してい る。

1.2.4政 策失敗 の相殺

(1)高 齢者対策(高 蔵寺 ニ ュー タウン)

高蔵 寺ニュータ ウンにお ける集合住宅再生へのP3(公 共 主体)の 関与 と しては、

賃貸 「高優賃」に対す る国か らの補助 が挙 げ られ る。 これ は我 が国におけ る既 存の政

策 的枠組み では解 決で きな い課題 と して の高齢者対 策 を集合住 宅 の再生 とい う住 宅

政策 を通 じて行 うとい う目的 を有 して い る。

(2)P2(所 有主体)の 経営安 定 の確保 ・保 険制度(オ ラ ンダ ・デ ンマー ク)

再生 にお ける投資 リス クを小 さくす ることも重要で ある。例 えば、デ ンマー ク ・オ

ランダ等で行 われてい るよ うに、P2(所 有主体)(ハ ウジング ・ア ソシエー シ ョン)

が保険料 を支払い、団地 ・住棟 の経営破綻 に備 える とい う制度 が整備 され る ことによ

って再生の失敗に よる リス クが分散 され る。

1.2.5住 宅政策 の効率化

(1)民 間活用(米 国 ・ベ ニ ングパ ー ク団地)

ス ラムの発 生等P3(公 共主体)が 公共投資 を行 う理 由があ る場合 には、再生への

補助金 、低利 融資等 に よ り初期投資額 を減 じることが有効 であ る。米 ・ワシ ン トン ・

ベ ニ ングパ ー ク団地 の例 にみ られ るよ うに、 「公共主体 が所有 していた団地全 体 を補

助金付 きで民間へ1ド ル で払 い下げ る」 とい う民活手法 は、民間 のP2(所 有主体)

の再生イ ンセ ンテ ィブ を高め、且つ、P3(公 共 主体)と して の公 共投資 を最低 限 に

留 めた例 と して注 目に値す る。

(2)賃 貸のP1・2(住 み手兼 所有 主体)化(デ ンマー ク)

住 み手 の再生 に対す る意識 を向上 させ る為には、デ ンマー クにみ られ るよ うに、「居

住 してい る間 は法的 には所有者 を兼ね、退去す るときには所有権 を手放す」制度が参

考 となる。 この制度 は、P1(住 み手)が[再 生の必要性 の有 無 ・再生投 資の効果]

等 に対 して効率的な考慮 と選択 を行 うこ とに寄与す る。
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(3)Koophuur(オ ラ ンダ)

オ ランダにお ける“Koophuur” システムは、「住み手が賃貸 と分譲 を 自由に行 き来で

き る」仕組みであ る。 これ は、スケル トン(DII・III)レ ベル をハ ウジングア ソシエ

ー シ ョンが 「所有」 し
、イ ンフィル(DIレ ベル)に ついて は居住者 が 「所有」又は

「賃貸」 を選択 で きる仕組み であ る。P1(住 み手)は 収入 に応 じた支払 い計画 を立

て る ことができ、又 、イ ンフ ィル について は 自由に再生選択 が可能 であ る
。 又、P2

(所有者)は イ ンフィル分の維持 管理費負担 が不要 となる為 、再生上のイ ンセ ンテ ィ

ブが生 じる。 この仕組 み は、オ ランダで は実験的 に既存 の賃貸集 合住宅 に適用 され、

居住者 ・所有者双方 に評価 が高い。我 が国 にお いて は、分譲 の有す る合意形成 上 ・経

営上のデメ リッ トを解決す る所 有方式 としての選択肢 とな る。
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1.3我 が国 にお けるP3(公 共主体)の 役 割の方 向性

前節 に挙 げたP3(公 共主体)に よる再生関与項 目の内、(2)(外部不経済 の排 除)・

(3)(最低 限の居住 レベル保 証)に つ いては我 が国で は原 因 とな る現象 が生 じていな い

為、将来 において社 会的 に原因事象が問題 となった場合 の政策選択肢 として位 置付 け

られ る。(1)(再配分)の 家賃 コン トロールについては、 日本 の経済政策的方 向性 を含 め

てP3(公 共主体)の 役割範 囲 を議 論す る必要が あるが、集 合住宅再生 の効果 ポイ ン ト

制度 は、再生行為 に よる居住 環境 向上 の為 のイ ンセ ンテ ィブ制度 として参考 にな る
。

(4)(政策失敗 の相殺)のP2(所 有 主体)の経営安 定確保 を 目的 と した保険制度 は
、特 に

区分所有 制度 によ るP1(住 み手)の 共同所有 とい う形式 で運営 してい る我 が国の分譲

集合住宅 にお いては、経営上 の リスクが住棟 単位 に集 中 してお りリスクの分散が図 り

に くい状況 となってい る ことか ら制度導入 に よる経 営安 定上の メ リッ トが大 きい と

考 え られ る。

又、(5)(住宅政策 の効 率化)に ついて は、我 が国にお ける住政策 の硬直化や 非効率 の

改善 に寄与す る可能性 がある。

上記事例には含 まれ ないが、都 市計画制度 にお ける規制緩和 は、重要 なテーマ であ

る。屋上増 築、建替 え といったRIII・RIVレ ベル の集合住宅再生 を行 う場合 に、余剰

の容積 が無い と法的 に成 立 しない。例 えば高蔵寺ニ ュー タ ウン ・藤 山台 の現状容積 を

み ると(図 表IV-1.3-1参 照)、 既建物 による利用済容積 が57～69% 、法定容積率 が

200%で あ り、余剰容積 が十分に残 され てい るこ とが わかる。従 って藤 山台 は空間 と

しての法的再生 ポテ ンシャル が十分で ある と解釈 で きる。法定容積 率限度 一杯 を既 に

利用 済みの都心 マ ンシ ョンにおいて も増床 に よる新た な空間に対す る需 要が存在 し

ている と確認で きる場合 には、制限 を緩 和す る検討 が再 生手法の 自由度 を確保 す る為

にも必要で ある と思 われ る。容積規制 を手法 と したゾー ニ ングに よる都市 計画上のメ

リッ トと再生後 の容積増 による外部経済へのデメ リッ トとの勘案 が求 め られ るが、基

本的 には規制で はな くイ ンセ ンテ ィブ を与 える手法 での都 市計画 ・建築計画 上の理想

的方 向へ の誘導が望 ま しい と考 え られ る。

又、事例 と して は特 に挙 げ られていないが、再生投資 による資産価値 の向上に よる

P2(所 有 主体)又 は、P1・2の 再生イ ンセ ンテ ィブ面か らみ る と、我が国 にお ける

現状の中古住宅市場 には問題 があ る。住宅 に対 して行 った再生 工事 の効果 が中古価格

に反映 しない為、P2(所 有 主体)の再生投資効果 が減 じられてい る。再生 工事が住宅

建 設 市 場 の約 半 分 を 占 め る欧 米 に お い て は 再 生 後 の 住 宅 価 値 評 価 シ ス テ ム が

機能 してお り、これ が資産 面での再生効用 を担保 してい る。わが国 にお いて も正 当に

住宅価値 が評価 され た市場 の整備 が望まれ る。
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(デー タ)春 日井市都 市政策課 住宅都市整備公 団中部支社 団地案内図

図表IV-1.3-1高 蔵 寺ニ ュータ ウン 藤 山台の余裕容積率
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IV-2合 意 形 成 に お け るP4(専 門 家)の 役 割

2.1Bijlmermeerに お け るP4(専 門家)の 役割 分担

本節 では、1992年 か ら始 まるBijlmermeer団 地の第2次 大規模 再生にお けるP4

(専門家)の 役割 の整 理 をす る。

2.1.1 P4(専 門家):Project Office*2,*4,*5

BijlmermeerのProject Officeは 、H.A.で あ るPatrimoniumと 密 接 に関わってお

り、維持管理業務 のかな りの割合 を分担 してい る。非営利 団体で あるアムステル ダム

市 、南東 区、及びPatrimoniumか ら資金援助 を受 けてい る。Bijlmermeerの 再生 ・

維持管理 に関 して は、関係主体全て の意思 を総合 ・整理 し、立案 ・実行す る役割 を担

ってい る。

このよ うな組織 が必要 となったの は、後述す るよ うに、Bijlmermeerの 再生 プログ

ラムにおいて、極 めて社会経済的再生 内容が重要であ り、住み手 ・所有主体 ・公共主

体 の意思の吸い上 げ と整 理 ・立案 ・資金計画等 の作業が複雑 であ るこ とに起因 してい

る と考 え られ る。
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2.1.2 P4(専 門家):MP Bureau*5

MP Bureau(以 下MP)は 、住民に対す るコンサルテ ィング組 織である
。1996年

のE.C.に よる1千 万 〔NLG〕 の社会経 済向上 プロジェク ト援助 をきっかけに結成 さ

れた。当時 、70%以 上 を黒人移 民が 占めていた住民の意思 を正確 に理解す る組織的受

け皿 がなかった。MPに よれ ば、これ は 「白人 は黒人 の考えがわか らない」こ とに起

因 していた。オ ランダの国会 に も黒人政治家が登場 し、黒人 ・アジア人 の権利 を守 る

為の制度的後押 しが可能 な政治的状況 の中で、Bijlmermeerは 、 「多文化社 会」の典

型地区 と して、 「Black & White Discussion」 を行 う枠組 みづ く りの政治的 中心対象

とな った。

1996年 以 前は、住 民 と管理会社 との会合 はオ ランダ語 の書類 を配布 した後に任意

に住 民が集合 す る方式 であった為 、 白人 のみが参加 す る結果 となっていた。MPは 、

オラ ンダ語 の他 に英語 ・カ リブ語 ・スペイ ン語 ・ス リナ ム語 で文章 を作成 し、住 民 ミ
ーテ ィングでプ レゼ ンテー シ ョンを行い始 めた

。結果 、殆 どの住 民が ミーテ ィングに

参加 し、内容 を理解 し、発言す る ことが可能 となった。

Bijlmermeerに おけ るMPの 担 当地 区は、H・K・E・G地 区であ り、各地区にネ ッ ト

ワー クを組織 して住民 とコンタク トを取 ってい る。従業員数5名 ,年 間予算は15万

〔NLG〕 で あ り、Project Groupか ら運 営資金 として支払われてい る。常時行 ってい

るネ ッ トワー クによる対話の他に、任意 の住 民を集 めた 「スペシ ャル ・セ ッシ ョン」、

及び、全住民 を集 めた 「全体 ミーテ ィング」 を開催 し、住民 の意思 を収集 ・整理 し、

管理会社へ住民 の意思 を代弁 してい る。
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2.1.3主 体 間 の 関係

1992年 以降 のBijlmermeerに おけ る第2次 大規模再生 プ ログラムに関わ る主体間

の関係 を、概念 図 と して図表IV-2.1-1に 表現 した。

P1(住 み手)の 合意形成 の為 に、P4(専 門家 ・MP Bureau)が 住 民の再生 に対す

る多様 な意思 の総合化 を行 ってい る。又 、P4(専 門家 ・Project Office)は 、P1(住

み手:MPが 代表 してい る)、P2(所 有主体)、P3(公 共主体)各 々の再生効用 が費

用負担 を上回 るべ く再生 に関す る調査 ・計画 を行い 、各主体 の合意 を取 り付 けた上で

再生行為 のマネー ジメン トを行 ってい る。

即 ち、P4(MP Bureau)はP1(住 み手)間 の合意形成 を、P4(Project Office)

はP1(住 み手)・P2(所 有 主体)・P3(公 共主体)間 の合意形成 を取 り纏 め る役割 を

担 ってい る。

図表IV-2.1-1Bijlmermeer再 生 組 織 の概 念 図(1992年 以 降)
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2.2合 意形成 にお けるP4(専 門家)の 役割

本節 では、前節 を踏 まえて、結果的に失敗 に終わ ったBijlmermeerの 第1次 大規

模 再生及 び高蔵寺ニ ュー タ ウンの集合 住宅再生 にお けるP4(専 門家)の 役割 を含 め

た検討 を行 う。

Bijlmermeerで は、1992年 の第2次 大規模再生開始前 にはMP BureauやProject

Officeの よ うな合意形成 を取 り纏 める役割 を担 うP4(専 門家)主 体 は存在 していな

か った(図 表IV-2.2-1参 照)。 その為に、再生 を阻害す る下記 のよ うな問題 が存在 し

ていた。

図 表IV-2.2-1Bijlmermeer再 生 組 織 の概 念 図(1992年 以 前)

(1)P1(住 み手)の 再生希 望が反映 しない

P1(住 み手)の 再生要 求が計画 に反映 され ず、P1へ の十分 な再生イ ンセンテ ィ

ブが発 生 しなかった。Bijlmermeerの 住民 は、黒人 ・アジア人 が中心であ るにも関

わ らず、 白人管理者 が白人 の為 にオ ランダ語のみに よる ミーテ ィングで意 見を集約

しよ うと していた為 、オ ランダ語 を理解 で きない大部分 の住民 は意見を出 していな

かった。1992年 以降 は、 白人 ・黒人 ・アジア人 のコンサル タン トがP4に 加わ り多

国語 に よる資料 の作成、意見 の吸い上 げを行 う為 に、多様 な住民 グルー プ毎 に頻繁

に行 われ てお り、再生イ ンセ ンテ ィブの方 向即 ち再生効用 の大 きさが一致 した グル

ー プの意見集約が行 われた後 に
、調整 ・総合化 された再生計画が実行 され るよ うに

な った。
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(2)P2(所 有主体)の 資金調達 の難 しさ ・不十分な市場調査

1992年 以前は、P2(所 有者)で あるハ ウジング ・ア ソシエー シ ョンが個別 に住民

に対応 していた為、 アムステル ダム ・オ ランダ全体 の住宅 ニーズ を考慮 した再生計

画を策 定できなかった。又、経済的 に比較的小規模 なハ ウジ ング ・ア ソシエー シ ョ

ン組織 であった為、大規模再生 のための独 自の資金 調達がで きなかった
。

(3)P3(公 共主体)が 資金投 資効果 を把握で きない

P3(公 共主体)と しては、倒 産寸前 のハ ウジ ング ・ア ソシエー シ ョンに個別 に

資金援助 を行 う論理 、即 ち、市場 の失敗 に対す る公 共投資効果 の把握が できなかっ

た。1992年 以降は、国 ・市 ・地 区の各公共 主体及 びハ ウジング ・ア ソシエー シ ョ

ンが出資 ・参加す るProject Officeの 存在 が、公共的合意 の確認 と公 共投資先 の責

任 の明確化 とい うイ ンセ ンテ ィブをP3に 与 えた。更に、市場調査 及び資金計画 に

基 いた団地再生計画 が投 資効果 の確認 の根拠 とな った。

(4)P4(専 門家 ・建築家)がP1(住 み手)の 意思 を反映 した再生 計画 を作成す るこ と

ができない

住民 コンサル タン トP4(MP Bureau)の 存在 は、建築 家や都 市計画家 にP1(住

み手)の 多様 な再生希望 を伝 達す る役割 を果た してい る。このための コンサル タン

ト料 を支払 ってい るのはP1(住 み手)で はな くP4(Project Office)で あ る。1992

年以前 には、住み手の意思吸い上 げシステ ムは機能 してい なかった。

MP BureauやProject Officeの よ うに、再生 に対す る他 主体の意思 を総合化 し合

意形成 を補助 す る役割 を担 うP4(専 門家)を 「総合化 主体」 と呼ぶ ことにす る。

総合化 主体の役割 は、各 主体 の役割 を単純化す る ことに よって複雑化 す る主体間 の

イ ンセ ンテ ィブの調整 を行 うことにあ る。 この統合化 主体の役 割 を以下 に整 理す る。

(1)P1(住 み 手)に 対 して は、再 生に対す る意見 を吸 い上 げ、総 合化 し、再 生 メニ

ュー を提示す ること。

(2)P2(所 有 主体)に 対 しては、住宅市場 の把握 に基 く再生 計画資金計画 を提示 し、

資金調達 を行 い、再生後 に再生行 為 を評価す るこ と。

(3)P3(公 共 主体)に 対 して は、再 生効 果の社 会性 を提 示 し、公 共投資 の受 け皿 と

なる こと。

(4)建築家 ・工事業者等の他のP4(専 門家)に 対 して は、住 み手の意 思の吸い上 げ

を担保 し、再生メニ ュー ・再生計画 の事前事後 の評価 を行 い、事業のスケ ジュル

に責任 を持つ こ と。
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一方
、高蔵寺ニ ュー タウンにおけ る公団集合住宅再生関連 主体間の関係 は、図表V

-2-3と なる
。賃貸集合住宅 においては、RI・IIレ ベルの再生はP1とP2に 限 られ

た関係で行 われ、RIIIレ ベルにはP4が 加 わる。即 ち、 日常的修理 ・修繕はP2:公 団

高蔵 寺営業所 が、改良 ・改善はP2:公 団本社 ・名古屋支店が計画 ・実行 を担 ってお

り、2戸1改 造等 のRIIIレ ベル の再生 については、設計事務所等 のP4:外 部専門家

が参加 す ることにな る。分譲集合住宅においては、管理会社 とい うP4(専 門家)が参

加 して再生計画 ・実行 の役 割 を担 っている。

図表IV-2.2-2高 蔵寺ニ ュータ ウン公 団集合住宅再生組織 の概念 図

Bijlmermeerに お け る組織構成 との大 きな違い は、 「総合化 主体」、即 ち、P1(住

み手)の 再生希望 を吸い上 げ、統合化 し、資金的マネ ジメン トを行 い、P1～P4の 主

体間 のイ ンセ ンテ ィブ を調整す る主体 が存在 していない ことである。これは、再生意

思決定 レベル がDI・DII・DIIIの 一部 に限 られて、再生 レベル もRI・IIが 中心で

ある こ とが高蔵寺 のケー スにお け る総合化 主体の必 要性 を減 じてい る為で ある と考

え られ る。

Bijlmermeerの 第2次 再生 においては、再生 内容 がDI～DIIIの 空間再生 に留ま ら

ず、DIVレ ベルの社 会経 済的再生 ・環境 再生 を含 めた広い範 囲を対象 としてい ること

か ら、住み手の希望 を吸い上げ るコンサル タン トと しての 「総合化主体(MP Bureau)」 、

関連主体 の業務 とイ ンセ ンテ ィブを調整す る 「総合化 主体(Project Office)」 が存

在 してい る。ここでは、多様 な住み手の再生要求を コンサル タン トが吸 い上 げ、総合

化主体が再生 メニュー として統合化 し、建築家 が計画 ・設計 を行 うとい う役割分担が
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行 われ ている。総合化主体は この他に も、市場調査 、資金 計画 と調達、スケジュール ・

マネー ジメン トとい う役割 も担 ってい る。

P1(住 み手)の 合意形成 を例 えば 「小 さな合意形 成」 と呼ぶ ことにす る と、P1～P4

を含 めたイ ンセ ンテ ィブの調整 は、 「大 きな合意形成 」 と表現で きる。 意思決 定 レベ

ル ・再生 レベル が低い場合 には 「小 さな合意形成」を主眼 に再 生 を進 めるこ ともで き

るが、R・Dレ ベルが上昇 し関連 主体の範囲 と再生 内容 の範 囲が拡 大 した場合 、 「大

きな合意形成」が必要 とな る。 この とき、 「総合化 主体」の役割で あ る各 関連主体間

の効用 とイ ンセ ンテ ィブの調整機能 が重要であ る。

又、高蔵 寺ニ ュー タ ウンにお ける分譲集合住宅の再生履歴 において、DI(住 戸)

レベルへの再生希望 と実施例 が多い とい う事実 は、P1・2が 自由に再 生への投資先 を

選択 した場合に 「公 共財」 よ りも 「私有財」に傾 くとい う原則 に沿 うもので あ る。 こ

の原則 に従 えば、DI(住 戸)レ ベル に比 してDII(住 棟)・DIII(団 地)レ ベル の再

生 は疎かにな る可能性 が高い。 「総合化主体」 は、第三者 と しての客観的 な視点 と予

測 され る再生効用 に対す る専 門的知識 ・経験 に基 く意 思決 定(D)レ ベ ル全体 に亘 る

バ ランスの とれ た再生 メニューの提示 をP1に 対 して行 うとい う役割 を担 うこ とによ

って も集 合住 宅の再生 に寄与す る可能性 があ る。

住宅 に対す る権利が 、利用 権 と財 産権 によって成 立す る もので ある とす る と、P1

(住み手)は 前者 を、P2(所 有主体)は 後 者 を担 保 され てい るこ とにな る。総 合化

主体は、再生行為 がP1、P2各 々の負担が権利価値 の増加 を下回る ことを業務 目的

とす ると言 い換 えるこ とができる。 この視点か ら、前述 したP4(専 門家)の 各 関連

主体に対す る役割 は、図表IV-2.2-3に 示す よ うな整 理が 可能 であ る。集合 住宅や団地

の所有権が、例 えば証券化 といった手法 で、純粋 に財 産権 として切 り離 され た場 合、

総合化機能 を有 す る主体 の存在 が不可欠 であ るこ とが容 易 に理解 で き る。 ここで、

P4(専 門家)機 能 を、総合化主体 とコンサルテ ィング ・オ フィス、建 築家 に分化 し

てい るのは、以 下の理 由に よる。まず、 コンサルテ ィング ・オ フィスは、P1(住 み

手)の 利 用権 を専 門的 立場 か ら代弁す る役割 を有 してお り、財産権 に代表 され る経済

的 な効用 と負担 の調整 をそ の役割 に含む総合化 主体 との利 害対 立が生 じる可能性 が

ある為であ る。又、建 築家 は、専門的知識 と経 験 を再生計画 に反映す る役割 を有 して

お り、職能 と しての観点 か ら独 立 した存在 と して整 理 を行 った。

実際には、Bijlmermeer団 地 の1992年 以前の関連組織や 高蔵 寺ニュー タ ウンの賃

貸集合住宅 にお いてみ られ るよ うに、P2(所 有 主体)が 総 合化 機能 をほぼ完 全 に分

担 していた り、高蔵寺 ニュー タ ウンの分譲集 合住宅 に代表 され るよ うに、総合化機能

を分担すべ きP4(管 理会社)は 存在 してい るものの、P2(所 有 主体)と の機 能 分離

が不完全であった りす る(図 表IV-2.2-4参 照)。R、Dの 各再生 レベル が低位 にある場

合は、効用 と負担 が少 な く、再生行為 に対す る各主体の利害 の対 立が顕 在化 しに くい
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為 、権利 に対応 した総合化機能 を受 け持つ主体 の分化 は必ず しも重要 な要件ではない

が、今後 、高 レベル の再生を行 うことが ある場 合には、図表IV-2.2-3に 示す よ うな機

能分担 を構築す るこ とが合意形成 のメカニズム として必要 となる と考 え られ る
。この

機 能分担の整理は、再生の延 長上にあ る集合住宅の建替 え行為 にも適用 が可能で ある
。

Bijlmermeer団 地 の1992年 以後 の再生組 織は、合意形成上 の総合化機能 の分担 を明

解 に実現 してお り、結 果 と して複雑 な効用 と負 担の整理 ・権利の対 立の調整 を大規模

再生の成 功に結びつ けた事例であ ると云え る。

図表IV-2.2-3P4(専 門家)の 各関連主体 に対 す る役割 の概念図

図 表IV-2.2-4Bijlmermeer・ 高蔵 寺 に お け る総 合 化機 能 の 分 担 主 体
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IV-3再 生 メ ニ ュ ー の 策 定

前節で述べた よ うに、P4(専 門家)に はP1(住 み手)の 多様 な再生要 求 を取 り纏

め るとい う分担が再生 プ ロセス上の重要 な役割 りの一 つ と して求 め られ てい る。建

築 ・住宅市場において再生 工事 の占める割合が約 半分 を占める欧米諸国 に比 して、集

合宅再生事例 が少な く、又 、集合住宅再生がRIレ ベ ル中心に行われて きた我 が国お

いて は、特 にRII・RIIIレ ベル の再生メニュー策 定方 法の確 立 は重要な課題 であ ると

考 え られ る。即 ち、再生経験が乏 しい為 に参 考 とすべ き集 合住宅再生 メニュー の前例

がな く再生効果 を予測 し難 いこ と、又、我 が国の実情 ・特性 ・背景 に即 した独 自の再

生内容の選択 が必要 であるこ とか ら、日本 にお け る集合住 宅再生 メニ ュー の構築方法

に関す る議論 が求 め られ る。

本節 では、再生 メニュー策定の一つの試案 と して、III章において記 述 したP1(住

み手)の 居住者属性 と再生希望割合 の関係 を踏 まえた再生 メニュー策 定方 法 を提示す

る。

具体的 には、居住者 属性 と再生希望割 合の関係 を基 に、任意 の再生 項 目に対 す る

P1(住 み手)の 再生希望の推 定を行 う。更に、 「ア ンケー ト回答 では希 望 を していな

い もののイ ンセ ンテ ィブ を有 している確率 が高い」グルー プの存在 に着 目 して任 意の

再生について の合意形成の成 立可能性 に関す る分析 を行 い、集合住宅 の再生計画策定

段階 での再生項 目の抽 出方法 として利 用で きる可能性 を示す。

分析手法 としては、多変量解 析数量化2類 を採用 した。これ は、説明変数 として用

いる居住者属性 がカテ ゴ リー ・データであ ることに拠 る。
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3.1居 住 者属性 間 の相 関

3.1.1説 明変数 の抽 出

説 明変数 と しての居住 者属性 相互に高い相 関が存在す る場合 、マルチ コが起 こるこ

とよ り正 しい分析結果が得 られない可能性が ある為 、居住者属性間 の相関 を抽 出 し、

マル チ コの可能性 を排 除 した上で カテ ゴ リー分析の説明変数 に用 い る属性 を決定す

る。

賃 貸 ・分 譲居 住 者 につ い て の居 住 者属 性 に関す る独 立性 の検 定結 果 を図表IV

-3.1-1・2に 示 した。 ここで示 したP値 は有意 差判定確率であ り、0≦P≦1の 範囲で

カイ 自乗値Tが 大き くな る程0に 近づ く。相関判定規準 をま とめると以下の よ うに

な る。

(1)0.001≧P≧0.01:有 意水準0.1%で 相関あ り(図 表IV-3 .1-1・2中[***]印 で示す。)

(2)0.01≧P≧0.00:有 意水準1%で 相 関あ り(図 表IV-3 .1-1・2中[**]印 で示す。)

(3)0.05≧P≧0.01:有 意水準5%で 相関あ り(図 表IV-3 .1-1・2中[*]印 で示す。)

(4)1.00≧P≧0.05:有 意水準5%で 相 関な し(図 表IV-3 .1-1・2中[]印 で示す。)

賃貸居住者 についての属性相関 をみ る と、例 えば 「間取 り」は 「2戸1住 戸 か否か」

「団地名 」 「家族型」「世帯年 収」 との相関が、「子供 の有無」は 「世帯主年齢 」「世帯

人数 」「家族型 」「老人 の有無」 との相関が認 め られ る。極力説 明変数間の相互相関 を

排 除 し、且 つ、全 ての居住者属性 をカテ ゴ リー分析結果 に反映 させ る為 、以下の手続

きを行 った。

(1)第III章-4節 の成果 のよ り再生希望 に対す る関連性 が高い と考 え られ る 「子供 の

有 無」 「老人 の有無」 を採用 した。

(2)「家族 型」 は(1)の属性 を包含 してい る為不採 用 と した。

(3)(1)の属性 との相関が高い 「世帯主年齢 」「世帯人数」「世帯年収」「居住予定年数 」

は不採 用 と した。

(4)残る5つ の属性 の内、「2戸1改 造 の有無」は標本数に偏 りがある為 に、「団地名」

は 「間取 り」 との相関が高いた めに不採用 とした。

結 果 と して、 「間取 り」 「居住階数」 「子供の有無」 「老人の有無」 「現居住年数」 の

5つ の属性 を採用 した。採 用 した属性 が代表す る非採用の属性 は、採用属性 自体を除

くと以下の通 りで ある。

(1)間取 り:2戸1の 有 無、世帯年 収、家族型

(2)居住 階数:世 帯主年齢
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(3)子供 の有無:世 帯 主年齢、世帯人数、家族型

(4)老人 の有無:世 帯 主年齢、世帯人数、世帯年収、居住予定年数 、家族型

(5)既居住年数:世 帯主年齢、家族型

分譲 につい ては、賃貸 と同様 の考 え方 に基いて、賃貸 において採用 した5つ の居住

者属性 の内、「既居住年数」を除 く4属 性 を採 用 した。 「既居住年数」を不採用 とした

のは、採 用4属 性 との相 関が極 めて高い為 である。採 用 した属性 が代表す る非採用属

性 は、以下 の通 りで ある。

(1)間取 り:世 帯年収

(2)居住階数:な し

(3)子供 の有無:老 人の有無、世帯主年齢 、世帯人数 、既 住居年 数、居住予 定年 、

家族型

(4)老人の有無:子 供の有無、世帯主年齢 、世帯人数 、世帯年収 、既 居住年 数、居住

予定年数 、家族型

図 表IV-3.1-1賃 貸:居 住 者 属 性 相 互 の相 関

図表IV-3.1-2分 譲:居 住者 属性 相互の相関
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3.1.2説 明 変数属性 と非採 用属性 の関係

カテ ゴリー 分析 の説 明変数 として採 用 した居住者属性 と、採 用属性が代表す る非採

用属性 との関係 の傾 向を整 理 してお く。これ は前節 で確認 した両属性間の相関の内容

傾 向 を示す為 であ る。

(1)賃 貸(図 表IV-3.1-3～12参 照)

(1)間取 り:「2戸1の 有無」 に関 しては、間取 り 「2DK・ 「2戸1有 」であ る。

「家族 型」に関 して は、「2DK」 に 「1類 ・2類 」 が多 く2LDK・3DK・3K」 は

「2戸1無 」、間取 り 「4LDK・5DK・6LDK」 は、 「2LDK」 に

は、「4類」が多い。又 、「4LDK」 には、「8類 ・10類 」が多 く、「6LDK」

には 「10類 」が多い。

(2)子供 の有 無:「 世帯主年齢」 につい ては、 「子供有 り」 に 「60歳 代以上」は殆 ど存

在 しない。

(3)老人 の有無:「 世帯主年齢」 に関 して は、 「老人有」の9割 近 くが 「60歳 代以上」

である。 「世帯人数」 について は 「老人有」の世帯人数 は比較的少 な

い。「世帯年 収」について は 「老人有」の60%以 上が 「400万 円以下」

で ある。

(4)既居住年数:「 居住年 」が 「11年以上」 の世帯 主年 齢 は、 「50歳 代 以上」で ある。

(2)分 譲(図 表IV-3.1-13～21)

(1)間取 り:間 取 りが広 い程 、年 収が高い。

(2)子供 の有無:子 供が居 る場合、世帯主年齢は比較的若 く、世帯人数 は 「3人以上」

で ある。又、既居住年数 は比較的10年 以下の割合が多 く、「一生住む

予定」の割合 が少 ない。

(3)老人 の有 無:老 人 が居 る場合、世帯主年齢 は60歳 代以上 が殆 どであ り、世帯人数

は2人 世帯 が多い。又、世帯年収 は比較的低 く、既居住年数 は長い。
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図表IV-3.1-3

賃貸:間 取 り と2戸1

図表IV-3.1-4

賃 貸:聞 取 りと団 地名

図 表IV-3.1-5

賃 貸:間 取 り と年 収

図表IV-3.1-6賃 貸:間 取 り と家 族 型

図 表IV-3.1-7

賃 貸:子 供 の 有 無 と世 帯 主

年齢

図 表IV-3.1-8

賃 貸:老 人 の有 無 と世 帯 主

年 齢

図表IV-3.1-9

賃 貸:老 人 の 有 無 と世 帯

人 数
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図 表IV-3.1-10

賃 貸:老 人 の有 無 と世 帯 年 収

図 表IV-3.1-11

賃 貸:居 住 年 と世帯 主年 齢

図 表IV-3.1-12賃 貸:居 住 年 と家 族 型
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図 表IV-3.1-13

分 譲:間 取 りと年 収

図表IV-3.1-14

分譲:子 供 の 有 無 と世 帯 主年齢

図表IV-3.1-15

分 譲:子 供 の 有 無 と世 帯

人 数

図 表IV-3.1-16

分 譲:子 供 の 有 無 と居

住 年

図表IV-3.1-17

分譲:子 供 の 有 無 と居 住 予

定年

図表IV-3.1-18

分譲:老 人 の 有 無 と世帯 主年 齢

図 表IV-3.1-19

分 譲:老 人 の 有 無 と世 帯 人 数

図表IV-3.1-20

分譲:老 人 の 有 無 と世 帯 年 収

図 表IV-3.1-21

分 譲:老 人 と有 無 と居 住 年
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3.2カ テ ゴ リー分析

第III章 で抽 出 した、P1(住 み手)に よ る再生希望 が比較的 高い再生項 目につ いて、

説明変数 と して採用 した居住者属性 の再生項 目との相 関値及びP値 を算 出 した(図

表IV-3.2-1・2参 照)。 更 にDI-RII、DII-RII・RIII、DIII-RII・RIIIの 各 マ トリクス

内 か ら各 々1つ の例 を取 出 し、カテ ゴ リー ス コアの算出 を行 った(図 表IV-3 .2-3・4

参照)。

例 えば、DI-RII(シ ャ ワー設置)に ついて は、以 下の傾 向が読み取れ る。(図 表

IV-3.2-3参 照)

賃貸において、間取 り3K・5DK・2DK/子 供有/老人有/居住年11年 以 上の属性 を

有す る住み手のイ ンセ ンテ ィブが正の方 向に高 く(カ テ ゴ リース コアが正 であ り)、

間取 り3DK・6LDK・4LDK/子 供無/居住年10年 以下 のイ ンセ ンテ ィブが負 である。

分譲 では、間取 り3Kの イ ンセ ンテ ィブが極 めて高 く、間取 り4LDK・5DK/居 住階5

階以上/老人有 のイ ンセ ンテ ィブは負で あ る。

こ こで得 たカテ ゴ リー ス コアは、各 再生項 目への希 望の有無 に対 して、説 明変数 と

して採 用 した居住 者属性 の内の どの属性 が どの程度 寄与 してい るのか を示す もので

ある。各居住者 が結果 として再生 に対す るイ ンセ ンテ ィブを正の方向に持つ 可能性が

高いか否 か即 ち再生希望 を有す る可能性 が高いか否 か(「結果の判別 」)は 、各居住者

が有す る属性 のカテ ゴ リー ス コア を合 計 した値 の正負 によって判断す るこ と(「 推

定」)が 可能 であ る。従 って、前章 にお いて示 した居住者属性 と再生希望 の傾向 との

関係 を基 に して 、各P1(住 み手)が 有す る複数 の居住者属性 が任意 の再生 に対 して

影響 す る正 ・負 の再生希望傾向 を足 し合 わせ ることによ り、再生 を希 望す る可能性が

高いか否か を判断す るこ とができる。 しか しここで、結果の判別 を、カテ ゴリース コ

ア合 計の正負 で はな く、推 定結果 の度数 分布 にお ける正負 の累積 が逆転す る点(「 判

別 的中点」)に 基 くとす るこ とによ り、正規分布 でない場合で の推定 をよ り正確に行

うことがで きる為、以降 の分析 は、この 「判別的 中点」に よる推 定に拠 って判別 を行

ってい る。
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図表IV-3.2-1賃 貸:居 住者属性 と再生項 目の相関 と判別

(再生項 目別)
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図表IV-3.2-2分 譲:居 住者属性 と再生項 目の相 関 と判別

(再生項 目別)
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図表IV-3.2-3賃 貸:再 生 に対 す るカ テ ゴ リー ス コア(再 生 項 目別)
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図 表IV-3.2-4分 譲:再 生 に対 す るカ テ ゴ リー ス コ ア(再 生 項 目別)
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3.3再 生希 望推 定 に よる合 意形成 の可能性

高蔵寺 ニ ュー タ ウンの公 団賃貸 ・分譲集合住宅の再生希望割合 の傾向 と居住者属性

との関係 については、前章及び本 章前節 までに詳述 した。ここで明 らかにな ったこ と

は、(1)個別 の再生項 目に対す る再生希望 は、駐車場 の拡大等の極 く一部の項 目を除 け

ば、50%に も満たない、(2)しか しなが ら、希望者が全 く存在 しない再生項 目は殆 ど存

在 しない、(3)再生項 目によっては再生希望 の割合が居住者属性 と関係 して いる、(4)再

生項 目毎 に寄与す る居住者属性 の種類お よび寄与の度合が異 なる、 とい う点 で ある。

以 上の事 実は、集合住 宅の再生 に対す る住み手の多様 なイ ンセ ンテ ィブの存在 が、

再 生計画及び費用負 担 の論理 に関す る居住者 間の合意形 成 を難 しく してい る とい う

メカニズムを説明 してい る。

ここで は この知見 を基 に、1つ の試論 として、居住者属性 に着 目した合意形成方法

論 の可能性 を提示す る。

3.3.1方 法試論 と しての視点

図表IV-3.3-1は 、意思決定 レベルDI～DIIIの6つ の再生項 目を例 と して、賃貸 ・

分譲 別/団 地 別/住 棟 タイ プ別 にア ンケー ト調査 に対 して 「希 望す ると回 答 した

(YES)割 合」 と 「希望す る と回答 しなか った(OTHER)割 合」 を示 した もので あ

る。YESの 割合 は、再生項 目及 び団地 ・住棟 によって差異が あ るものの、0%～40

数%に 留 まってい る。 この ときアンケー ト調査に基 づいて、賃貸 においてはP2(所

有 主体)が 、分譲のDIIレ ベル以上 において はP1・2(住 み手 ・所有 主体)が 、再生

計画 を策定す るに当た っていかに してP1(住 み手)の 再生希望 を反 映 した再生項 目

を抽 出 し再生 メニュー とす る ことがで きるかを考え る。単純な方法 と して は希望割合

が多 い再生項 目を再生 メニュー に加 えるこ とが挙げ られ るが、これ には以下の課題や

問題点が存在 して いる。

(1)P1(住 み手)は 、再生 の経験 と専 門的知識 が不足 している為 に再生効用 に対す る合

理的判断 が難 しい。

(2)希 望割合 は駐車場 の整備等 の一部 の項 目を除 く と5割 に も満 たない ことか ら、現

行 の区分所有法上 の 「共用部分 の管理」 「共用部分 の変更」規 定にお け る各1/2・

3/4以 上 の合意 を単純 に得 ることは難 しい。

(3)従 って、 「YES」 と回答 したP1(住 み手)は 、再生効用 が費用負 担 を大 き く上回 る

と判断 した グルー プで ある可能性 が存在 し、「OTHER」 には再生効用が費用負担

を僅 かに上回 るグル ープや等 価で あ るグル ープ が含 まれ てい る可能性 が ある こ

とを前提 に、1/2あ るい は3/4の 合意形成 を得 る為 の再生 メニューの選定 を行 う

249



必要が ある。

本節で は以上の問題 点に対 して、前節で述べたカテ ゴ リース コアによる再生希望推

定 を用 いて居住者属性 の組 み合わせ を考 え ると再生 を希望す る可能性 が高い と判 定

され るグル ープの存在に着 目してP1(住 み 手)全 体の再生希望 ポテ ンシャル を推 定す

ることに よ り、再生 メニューの計画時 に上記(1)～(3)の問題点 を考慮 した再生項 目の抽

出 を行 う可能性 を提 示す る。

図表IV-3.3-1住 戸 タイ プ別 再 生 項 目の割 合

3.3.2再 生項 目抽 出後 の手続 き

実際 には、P4(専 門家)は 、再生項 目抽 出後 に提示す る再生 メニューに よ り生 じ

る再生効用 と費用負担 をP1(住 み手)に 対 してで きるだ け詳 しく説明 し、P1(住 み

手)に よる再生 メニ ュー の評価手続 きが行 われ た後 に工事内容 を決 定す る必要 がある。

従 って、ここで述べ る再生 メニュー策定方法 は、再生 メニュー案 と して提示す べき再

生項 目の絞込み に寄与す る方法試論 として位置付 け られ る。

アンケー ト調査 を用いた この方法試 論 を用 いて、再生工事 内容 の確 定 まで にP1(住

み手)の 合意形成面 でP4(専 門家)が 行 うべ き業務 のフ ロー例 を示す と図表IV-3.3-2

となる。まず、(1)集合住宅 の前提条件 とな る建 築上 の条件 ・関連主体の意 思 ・再生後

の住宅市場 にお ける競争力等 を検討 した上で、(2)上記方法試論 を用いた再生メニュー

(案)を 策 定 し、(3)P1(住 み手)に 対 して再生 内容 ・再生効用 ・費用負 担の説明 を

行 う。(4)P1(住 み手)の 合意形成にあたっては、説明後 のP1(住 み手)の 賛成割合
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と再生効用 が費用負担 を上 回 らないP1(住 み手)に 対す る措置 を考慮 して、再生メ

ニュー(案)の 見直 し ・説明 を繰 り返す。又 、同時 に(5)P2(所 有主体)、P3(公 共 主

体)と の合意形成作業 を進 める、 とい う手順 とな る。

図 表IV-3.3-2集 合 住 宅 の再 生 メ ニ ュー 策 定 フ ロー
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3.3.3居 住者 属性 か ら推 定 され る再生希 望

図表IV-3.3-3は 、新 しいエ レベー タの設置(DII-RIII・ 分譲)に 関す る回答者 の再

生希 望 と居住者属性 に よる推定 とを組 み合わせ た存在割合 を表現 した例 であ る
。左軸

は 「ア ンケー トで 「YES」 と回答 した」割合、右軸は 「「YES」 と回答 は していない

が属性 に よる推 定によ り 「YES」 の可能性 が高い と判断 され る」割合 、下軸 は 「「YES」

と回答せず推定 も 「YES」 の可能性が低い と判 断 した」割合 を示 している
。これに対

して分譲全体 ・団地別 ・住棟 タイプ別 に、図上 にお ける各割合 に よる位置 を示 した。

灰色部分 は、2/3以 上 の 「YES:再 生希 望」範囲であるが、再生希望回答 は10数%

に過 ぎず、2/3以 上に達す ることは勿論 のこ と過半数 の賛成 を得 るこ とも困難である

よ うにみ える。しか しなが ら、居住者属性 による再生希望判定 が正で あるグループを

加 えると点は矢印の方 向へ移動 し、岩成台西団地 ・T2(11階 建 ・EV有)タ イ プで

は、賛成 が60数%に 達す る潜在的可能性があ ることがわか る。居住者属性 に よる再

生希 望の推 定に用 いたデー タが高蔵寺ニ ュータ ウンに限 られてお り、又 、標本数 も数

百に過 ぎない為 、この結果 をもって確 実な再生希望推定 を行 った とは断言 できない も

のの、再生メニ ュー策 定時 の1つ の有効な方 法 として用い ることができる可能性があ

る。

以上 の考 え方 に基いて、R-D各 レベル か ら賃貸 ・分譲各6事 例 を取 り出 してみ る

(図表IV-3.3-4・5参 照)。

賃貸:

(1)DI・RII(シ ャ ワー設置)

中央台 ・T1、 高森 台 ・T2は 、希望回答 は20～30数%に 過 ぎないが、推 定に よ

る希望可能性 を加 えると70%以 上の再生可能性 を有 してい る。岩成 台西 団地 は、

希望回答率 も数%と 少ないが、推 定による希望可能性 も小 さく、「シャワー設置」

再生が行 われ るイ ンセ ンテ ィブの総和が少ない。

(2)DII・RI(外 壁 の塗替 え)

DIIレ ベル 以上には、実際に合意形成 が必要であるが、岩 成台西 ・T1に は、希

望回答 と推 定に よる希望 可能性 を含 めて90%近 い大 きな再生可能性 が存在 して

い る。

(3)DII・RII(バ ル コニー床防水)

希 望回答 率にば らつきが存在す る。 高森台 ・T2は 希望回答 と推定 による希望 可

能性合 わせ て70%以 上であ る。
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分 譲 ・DII・RIIIエ レベ ー

タ の 設 置

図表IV-3.3-3再 生希望 と居住者属性 判定(例)

(4)DII・RIII(エ レベ ー ターの設置)

希 望回答率 も10%以 下 と低 く、岩成 台西 ・T1の50数%を 除いては、潜在 的可

能性 も40数%以 下 と低い。高森 台 ・T2の 希望回答 が0%で あ るのは、元 々エ レ

ベ ーターが設置済み の住棟 で あるこ とに よる。

(5)DIII・RII(緑 地 帯 ・街 路樹の増加)

希 望回答率は数%と 低いが、高森 台 ・T2に は70%近 い希望 可能性 が存在す る。

(6)DIII・RIII(子 供用室 内遊 び場 の設 置)

希望回答率 は数%と 低 いが、高森 台T2、 中央 台T1に は60%以 上 もの希 望可能
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性 が存在す る。

分譲

(1)D1・RII(シ ャワー設置)

藤森台 、岩成台西T1は 希望可能性 が60%以 上 と高い。

(2)DII・RI(外 壁 の塗替 え)

分譲 については、回答者 はP1(住 み手)・P2(所 有者)の 役割 を兼ねてお り、D

IIレベ ル以上で は潜在 可能性 を合意形 成の成立可能性 に置 き換 えて考 えるこ と

がで きる。本項 目で は、岩成台西 ・T1に 合意成立可能性 が約70%と 比較的 高い

こ とがわ かる。

(3)DII・RII(バ ル コニー床 防水)

団地 ・住棟の点が集 中 してお り、各団地 ・住棟 タイ プ別 の違いがみ られ ない。推

定 による希望可能性 を合わせて も合意成 立可能性 は約30%と 比較的低い。

(4)DII・RIII(エ レベー ター の設置)

岩 成台西 ・T2の 合意成立可能性が約70%と 高い。

(5)DIII・RII(緑 地帯 ・街路樹 の増加)

各団地 ・住棟 共に30%程 度 で合意成 立可能性 は低 い。

(6)DIII・RIII(子 供用室 内遊び場設置)

合 意成立可能性 は20%～30%と 極 めて低い。
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賃 貸 ・DI・RII

シ ャワー 設 置

賃 貸・DII・RI
外壁 の塗替 え

賃 貸 ・DII・RII

バ ル コニー 床 防 水
賃 貸 ・DII・RIII

エ レベ ー ター の 設 置

賃貸 ・DIII・RII
緑地帯 ・街路樹 の増加

賃貸 ・DIII・RIII
子供 用室内遊 び場 の設置

図表IV-3.3-4再 生規模 と居 住者属性判 定 ・賃貸
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分 譲 ・DI・RII

シ ャ ワー 設 置
分 譲 ・DII・RI
外 壁の塗 替え

分 譲 ・DII・RII
バ ル コニ ー床 防 水 分 譲 ・DII・RIII

エ レベ ーター の 設 置

分 譲 ・DIII・RII緑
地帯 ・街 路樹 の増加

分 譲 ・DIII・RIII
子供 用室 内遊び場 の設置

図表IV-3.3-5再 生規模 と居住者属性判定 ・分譲
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IV章 ・結

第IV章 で は、集合住宅 の合意形成 の為 に有効であ る と考 え られ る方法試論 を提示 し

た。

第一に、P3(公 共 主体)の 負担 の論理 と方法 につ いて述べ た。P1(住 み手)、P2

(所有 主体)の 再生効用が費用負担 を下回 る場合 において も、P3(公 共主体)に 再

生効用 が得 られ る場合には、P1又 はP2へ の補助 とい う形式 でP3の 費用負 担が行 わ

れ る。 そ もそもP3(公 共主体)の 役割 は、政策上の 目的 として公平 で効 率的な 「市

場 の失敗」及び 「政策の失敗 」を相殺す る ことにあ り、この達成 に よ り効 用 を得 るこ

とにな る。収集事例 をP3(公 共主体)の 政策 目標別 に以 下の よ うに整理 した。

(1)再 配分:低 所得者用住 宅 ・家賃補助(Bijlmermeer)

家賃 コン トロール ・再生効 果ポイ ン ト(オ ラ ンダ)

(2)外 部不 経済 の排 除:ス ラ ム ・麻薬 ・バ ンダ リズ ム対 策(Bijlmermeer、 米 ・

ベ ニ ングパー ク)

(3)最 低 限の居住 レベル保証:失 業対策 ・教育補助(Bijlmermeer)

(4)政 策失敗 の相殺:高 齢 者対策(高 蔵 寺ニ ュー タ ウン)

P2(所 有主体)の 経 営安 定確保(オ ランダ ・デ ンマー ク)

(5)住 宅政策 の効率化:民 間活用(米 ・ベ ニングパー ク)

賃貸P1・2化(デ ンマー ク)

Koophuur(オ ランダ)

これ らの項 目の内、(2)(外部不経済 の排 除)・(3)(最低 限の居住 レベル保 証)に つい て

は我が国では原 因 となる現象が生 じていない為 、将来 において社 会的 に原因事象 が問

題 とな った場合 の政策選択肢 として位 置付 けられ る。(1)(再配分)の 家賃 コン トロール

につ いて は、 日本 の経済的方 政策向性 を含 めてP3(公 共 主体)の 役割範 囲を議 論す る

必要が あるが、集合住宅再生 の効果 ポイ ン ト制度は、再生行為 による居住環境 向上の

為 のイ ンセ ンテ ィブ制度 と して参考 になる。(4)(政策失敗 の相殺)のP2(所 有 主体)の経

営安 定確保 を 目的 と した保 険制度 は、特 に区分所有制 度に よるP1(住 み手)の 共 同所

有 とい う形式で運営 してい る我 が国 の分譲集合住宅において は、経営上 の リス クが住

棟 単位 に集 中 してお り リス クの分散 が図 りに くい状況 とな ってい るこ とか ら制度 導

入 による経営安定上のメ リッ トが大 きい と考 え られ る。又、(5)(住宅政策の効率化)に

ついて は、我が国におけ る住政策 の硬直化や非効率の改善 に寄 与す る可能性 があ る。

第二 に、P4(専 門家)の 役 割について記述 した。1992年 以降 のBijlmermeerに お

ける第2次 大規模再生 プログラムに関わ る主体間の関係 をみ る と、P4(MP Bureau)
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はP1(住 み手)間 の合意形成 を、P4(Project Office)はP1(住 み手)・P2(所 有主

体)・P3(公 共主体)間 の合意形成 を取 り纏 める役割 を担 ってい る。

1992年 の第2次 大規模再生開始前にはMP BureauやProject Officeの よ うな合意

形成 を取 り纏 める役 割 を担 うP4(専 門家)主 体は存在 していなかった。 その為 に、

再生 を阻害す る以下の よ うな問題が存在 していた。

(1)P1(住 み手)の 再生希望が反映 しない

(2)P2(所 有主体)の 資金調達 の難 しさ ・不十分な市場調査

(3)P3(公 共主体)が 資金 投資効果 を把握 できない

(4)P4(専 門家 ・建築家)がP1(住 み手)の 意思を反映 した再生計画 を作成す るこ

とがで きない

MP BureauやProject Officeの よ うに、再生 に対す る他主体の意思 を総合 し、合

意形成 を補助す る役 割 を担 うP4(専 門家)を 「総合化 主体」 と呼ぶ ことにす る と、

この統合化 主体の役割 は、(1)P1(住 み手)に 対 しては、再生に対す る意 見 を吸い上

げ、総合化 し、再生メニ ュー を提示す るこ と、(2)P2(所 有主体)に 対 しては、住宅

市場の把握 に基 く再生計画資金計画を提示 し、資金調 達を行い、再生後 に再生行為 を

評価す るこ と、(3)P3(公 共 主体)に 対 しては、再生効果 の社会性 を提示 し、公 共投

資の受 け皿 となるこ と、(4)建築家 ・工事業者等 の他のP4(専 門家)に 対 しては、住

み手の意思 の吸い上 げを担保 し、再生 メニュー ・再生計画 の事前事後の評価 を行 い、

事業のス ケジュール に責任 を持つ こ と、 と整理で きる。

一方
、高蔵寺 ニュー タ ウンにお ける公 団集合住宅再生関連 主体 間の関係 をみ ると、

賃貸集合住宅 において は、RI・IIレ ベル の再生 はP1とP2に 限 られ た関係 で行わ

れ、RIIIレ ベル にはP4が 加わ る。 ここには 「総合化 主体」 は存在 していない。

これは、再生意思決定 レベルがDI・DII・DIIIの 一部 に限 られて、再生 レベル も

RI・IIが 中心で あるこ とが高蔵寺 のケー スにお ける総合化 主体の必要性 を減 じてい

る為で ある と考 え られ る。

P1(住 み手)の 合意形成 を例 えば 「小 さな合意形成」 と呼ぶ ことにす る と、P1～P4

を含 めたイ ンセ ンテ ィブの調整 は、「大 きな合意形成」 と表現でき る。意思決 定 レベ

ル ・再 生 レベ ルが低 い場合 には 「小 さな合意形成」を主眼に再生 を進 めることもでき

るが、R・Dレ ベル が上昇 し関連 主体 の範囲 と再生内容の範 囲が拡大 した場合、 「大

きな合意形成」 が必要 となる。 この とき、「総 合化 主体」 の役割であ る各関連 主体間

の効用 とイ ンセ ンテ ィブの調整機 能 が重要で ある。

又、高蔵寺ニ ュー タ ウンにお ける分譲集合住 宅の再生履歴 において、DIレ ベルへ

の再生希 望 と実施例が多い とい う事実は、P1・2が 自由に再生への投資先 を選択 した

場合に 「公共財」 よりも 「私有財」に傾 くとい う原則 に沿 うもので ある。この原則 に

従 えば、DI(住 戸)レ ベル に比 してDII(住 棟)・DIII(団 地)レ ベルの再生は疎か
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になる可能性が高い。 「総合化 主体」 は、第三者 として の客観的 な視 点 と予測 され る

再生効用 に対す る専門的知識 ・経験 に基 く意思決定(D)レ ベ ル全体に亘 るバ ランス

の とれた再生 メニューの提示 をP1に 対 して行 うとい う役割 を担 うことに よっても集

合住宅 の再生に寄与す る可能性 があ る。

最後 に、P4(専 門家)が 提示すべ き再生 メニュー にお ける再生項 目抽 出方 法の一

つ の試案 と して、III章において記述 した居住者属性 と再生希望傾 向 との関係 に着 目し

た成果 を援用す る可能性 を提示 した。即 ち、III章で得 た、(1)個別 の再生項 目に対す る

再生希望は、駐 車場 の拡大等 の極 く一部 の項 目を除 けば50%に も満 たない、(2)しか

しなが ら、希望者 が全 く存在 しない再生項 目は殆 ど存在 しない、(3)再生項 目に よって

は再生希望 の割合が居住者属性 と関係 してい る、(4)再生項 目毎 に寄与す る居住者属性

の種類お よび寄与の度合が異な る、とい う結果 を踏 ま えて、居住者属性 を説 明変数 と

した再生希 望に対す る数量化II類 によるカテ ゴ リー ス コア を算 出 し、各P1(住 み手)

再生希望 の推定判別 を行 った。図表-結-1は 、新 しいエ レベー タの設 置(DII-RIII・

分譲)に 関す る回答者 の再生希望 と居住者属性 に よる推 定 とを組 み合わせた存在割合

を表現 した例で ある。左 軸は 「ア ンケー トで 「YES」 と回答 した」割合、右軸 は 「「YES」

と回答 は していないが属性 に よる推定に よ り 「YES」 の可能性 が高い と判断 され る」

割合、下軸は 「「YES」 と回答せず推定 も 「YES」 の可能性 が低 い と判 断 した」割合

を示 してい る。灰色部分 は、2/3以 上の 「YES:再 生希 望」範 囲であ るが、再生希望

回答は10数%に 過 ぎず、2/3以 上に達す るこ とは勿論 の こと過 半数 の賛成 を得 るこ

とも困難であ るよ うにみ える。しか しなが ら、居住者属性 による再生希望判 定が正で

あるグル ープを加 える と点 は矢印の方 向へ移動 し、岩成台西 団地 ・T2(11階 建 ・EV

有)タ イプでは、賛成 が60数%に 達す る潜在的可能性 があるこ とがわか る。 居住 者

属性 に よる再生希望 の推定 に用いたデー タが高蔵寺 ニュー タ ウンに限 られ てお り、又、

標 本数 も数 百に過 ぎない為、この結果 を もって確実な再生希望推 定を行 った とは断言

で きない ものの、P4(専 門家)に よる再生メニュー策 定時 の1つ の有効 な方 法 と し

て用い ることがで き る可能性 がある。
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分 譲 ・DII・RIIIエ レベ ー タ

の 設 置

図表IV-結-1再 生希望 と居住者属性 判定(例)

但 し、実際 にはP4(専 門家)は 、再生項 目抽 出後 に提示す る再生メニ ュー によ り

生 じる再生効用 と費用負担 をP1(住 み手)に 対 してできるだ け詳 しく説明す ること

に よる評価手続 きが行われた後 に工事 内容 を決定す る必要が ある。従 って、ここで述

べ る再生 メニュー策定方法 は、再生 メニュー案 として提示すべ き再生項 目の絞込みに

寄与す る方法試論 として位 置付 け られ る。
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V章.終 章



V.終 章

V-1総 括

本研 究 は集 合 住宅 の再生 に関す る主体P1・P2・P3の 再生効 用 と費 用負 担 に

着 目 した合 意 形成 の効 率化 の為 の方 法試 論 を提 示 す る こ とを 目的 と して、 以 下

の分析 を行 っ てい る。(1)再 生 内容 の抽 出 とR-Dマ トリクス に よる整 理 、(2)再 生

効 用 と費 用負 担 に よる再生 行 為記 述 の妥 当性 の検証 、(3)合 意 の成 立条 件 の検討 、

(4)P1(住 み手)の 属 性 の違 い に よる再 生効用 の大 き さの傾 向抽 出 、(5)合 意 形成

に有 効 で あ る と考 え られ る方 法論 と して の、合意 形 成 プ ロセ ス にお け るP3(公

共 主 体)の 役 割 の検討 、(6)同 じく方 法論 と して のP4(専 門 家)の 役 割 の検 討 、

(7)同 じ くP1(住 み 手)の 再 生希 望推 定に よる再 生 メ ニ ュー の作成 可能性 の検討 、

で あ る。 以 下 に本研 究 で得 られ た知 見 を示 し、総 括 とす る。

(1)再 生 内容 の抽 出 とR-Dマ トリクス に よ る整 理[第I章-4節]

第I章-4節 にお いて 、デ ンマ ー ク ・フ ランス ・ドイ ツ ・オ ラ ンダ ・ア メ リカ ・

日本 の6力 国 にお け る実地調 査 に基 く共同研 究成 果 と して、 マ スハ ウジ ン グ期

に建 設 され た集 合 住 宅 に対 す る197項 目の再 生 内容 を抽 出 し、R(再 生性 能 レベ

ル)-D(意 思 決 定 レベ ル)マ トリク ス上 に整 理 を行 った
。又 、同6ケ 国 にお け

る再 生 工事 関連 業 者34主 体 に対 す るイ ンタ ビュー調 査 ・ア ンケー ト調査 に基 い

て新 築 工 事 とは異 な る再 生 工 事 の特 殊性 と課 題 を抽 出 した。 再 生 工事 上 の課 題

と して は 、設 計 ・計 画面 で は調 査 ・診 断 の技 術 ・建 築 家 の役 割 の明確化 、施 工

面 で は住 民 対 策 ・安全 対 策 、組 織 面 で は職 人 の ス キル ・教育 、 資金 面 で は コス

ト管 理 、等 が挙 げ られ る。 これ らの各課 題 に対 して は、各 主体 が種 々の対 応 を

行 って い る が、 居住 者 間 の 合意 形 成 ・関係 主 体 間 の調整 の難 し さに 関 して は、

現 状 の企 業 ・組 織 レベ ル で は対 応 で きな い課題 と して残 され て い るこ とが明 ら

か となっ た。

(2)再 生効 用 と費用 負 担 に よる再 生行 為 記述 の妥 当性 の検 証[第II章]

II章 で は まず 、 ほ ぼ 同時 期 に建 設 され 、集 合 住 宅 団 地 再生 に対す る異 な る背

景 と動機 を有 す る 日蘭 の2つ の ニ ュー タ ウンにお け る再 生行 為 の 内容 と範 囲 を

抽 出 した 。 日本 の高 蔵 寺 ニ ュー タ ウンにおい て は、RI・IIレ ベ ル を 中心 とす る

補修 ・改 良が行 われ た。対 して オ ラ ンダのBijlmermeer団 地 にお いて は 、高 い

空室 率 と犯 罪 ・バ ン ダ リズ ム ・麻薬 常 用 の増加 を背 景 と して、1983年 にDIレ
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ベル を 中心 とす る第1次 大 規模 再 生 が行 われ た が
、問 題 は解 決 に至 らずP2(所 有

主体)の 倒 産 とい う失敗 に終 わっ た。1992年 か らは 、再 生性 能 レベ ルRI～RIV・

意思 決 定 レベルDI～DIVに 跨 る第2次 大 規模 再 生 が行 われ た。高蔵 寺 ニ ュー タ

ウンの集 合 住 宅再 生及 びBijlmermeer団 地 の 第2次 大規模 再生 とい う2つ の再

生行 為 は、再 生 後 に 高い入 居 率 を示 して い る こ とか ら成 功 した再 生 例 で あ る と

言 え る。 これ らの再生 の成 立 要 因 に関 してP1(住 み手)、P2(所 有 主 体)、P3(公 共

主体)の 再生効 用 と費用負 担 の 関係 に着 目 した記述 を行 った。

例 えば高蔵 寺 ニ ュー タ ウンの賃 貸 集 合 住 宅 を対 象 と した 再 生 か らP2(所 有 主

体)は 資産 価値 の 上昇 と市 場競 争 力 の保 持 とい う再 生効 用 を得 た。 又 、P1(住 み

手)は 現 住 戸 に対す る複 数 の 再生 メニ ュー と再 生済 住 戸 に対 す る入 居 可 能性 の提

示 に よ り、 再 生効 用 の結 果 と して の居 住性 能 レベ ル の向 上 と費 用負 担 と して の

家賃 上 昇 を比較 した上 で、 効用 が負 担 を上 回 る再 生 行 為 や 賃貸 住 戸 を選 択 す る

こ とが可能 とな った 。又 、Bijlmermeer団 地 で の 第2次 大規 模 再 生 に お け るD

I～DIV・RI～RIVに 亘 る再 生行 為 は 、P1(住 み 手)・P2(所 有 主体)・P3(公

共主 体)に 各 々再 生効 用 を与 えてお り、 第1次 大規 模 再 生 の失 敗 の要 因 はP1(住

み手)の 再 生 ニー ズに応 じた再 生 メ ニ ュー が策 定 され な か った こ とに あ る可能 性

が高 い。

(3)P1(住 み手)間 の合 意 の成 立 条件 に 関す る検 討[第III章-1節]

第III章-1節 で は、P1(住 み手)の 再 生合 意形 成 の 成 立条 件 と して、複 数 のP1(住

み 手)の 内 どの程度 の割合 が 再生 に賛成 す れ ば実行 す べ きで あ る とP1(住 み 手)が

判 断 してい るか をア ンケー ト調 査 に よ り明 らかに した 。賃 貸 に お いて は、DII(住

棟)レ ベ ル の再 生 に対 して、 「住 民 の 合意 は不 要 」 とい う現状 の 再 生決 定 上 の枠

組 み を支 持 して い る グル ー プ と、 再 生 の計 画 に は 「過 半数 の合 意 が必 要 」 と考

え る グル ー プ 、及 び 、 共用 部 の 再 生 に対 して は 「全 員 の合 意 」 の基 に再 生 を計

画 ・実施す べ きで あ る とす るグルー プの 大 き く分 けて3種 の意 見 が存 在 して い

る。DIIIレ ベ ル の再 生項 目につ いて は 、 「合 意 必要 な し」割 合 は10数%と 低 く

「100%の 合 意 が必 要 」 とす る割 合 が約30～40%と 高 い。 これ は、 シ ェル ター

と して の外 装 部位 につ いて はP2(所 有 者)に 決 定 を委 ね 、建 築 物 の安 全 ・利 便

的性 質 に関 わ る部 位及 び 団地(DII)レ ベル に関 わ る部位 につ い て は な るべ く住

民 の意 思 を反映 した い 、 とい う住 み手 の意 思 決 定 に 関す る傾 向 を示 唆 して い る

と考 え られ る。属性 別 の回答 傾 向 の特徴 をみ る と、 「エ レベ ー タ」・「廊 下」 に 関

して は 「居 住 階数 」が高 い程 「合 意 必 要 な し」割 合 が 増加 し、 「世帯 主 年齢 が60

歳以 上 」は 「合意 の必要 な し」及 び 「100%合 意 」には っ き り と回答 が分 かれ 「無

記入 」 の割合 も約40%と 他 の10%以 下 に比 べて 高い 、等 の傾 向がみ られ た。
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分譲 にお いて は 、DII(住 棟)・DIII(団 地)レ ベル 共 に、 「51～75%の 合 意 が

必要 」「76～99%の 合 意 が必 要 」の2つ の回答 グル ー プ が大 半 を占 め る
。これ は、

区分 所 有 法17条1項 に よ る 「共用 部分 の 変更 」 に関す る3/4以 上 の議 決 規 定、

及 び 、 同法18条1項 ・39条1項 に よ る 「共 用部 分 の管 理」 に関す る1/2以 上

の議 決 規 定 の認 識 に基 く もので あ る と考 え られ る
。 属性 別 に回答 の傾 向 をみ る

と、 「5～8階 居 住 者 」及 び 「世 帯主 年齢30歳 代 以下 」 にお いて合 意 が必 要 と考

え る割 合 が総 じて 高 い。「建 替 え」に 関 して は、「51～75%必 要 」割 合 が10数%、

「76～99%必 要」 割合 が約40% 、 「100%必 要」 割合 が20数%と い う結果 が得

られ た。区分所 有 法62条1項 にお け る区分所 有者 及び議 決 権 の4/5以 上 とい う

規 定 に対 して 、 「合 意 緩 和 」 「合 意 厳 格化 」 の 両意 見 が存 在 してい る こ とが 明 ら

か とな った。

(4)P1(住 み 手)の 属 性 の 違 い に よ る再 生効 用傾 向 の抽 出[第III章-2節]

第III章-2節 で は、再生 内 容項 目に対す るP1(住 み 手)の 居住 者属 性 に よる再

生希 望 割 合 の差 異 に着 目 して、 居 住者 属性 の違 い に よる再 生効 用 に対 す る期 待

の大 き さに関す る傾 向の抽 出 を行 った。

賃 貸 にお いて はRIレ ベ ル の 再生 項 目に対す るア ンケー ト時 点 で の再 生希 望

割 合 がRII・RIIIレ ベル に比 して総 じて 高 く、 分譲 にお い て はRIIレ ベ ル がR

I・IIIレ ベ ル よ りも高 い割 合 を示 した。 この こ とは 、RI(修 理 ・修 繕)レ ベル 及

び 部 分的 なRII(改 良 ・改修)レ ベル の再生 が行 われ て きた 高蔵 寺 ニ ュー タ ウンの

集 合 住 宅 にお い て、賃 貸 住 戸 のP1(住 み 手)は 現行 の修理 ・修繕 の結果 に対 して

特 にRIレ ベ ル の 再生 につ い て十 分 で あ る とは必 ず しも思 って い ない 可能 性 が

あ り、分 譲 住 戸 のP1(住 み 手)はRIレ ベ ル の修理 ・修繕 は行 って い るもの の、

更 に 現在 の居 住性 能 を更 に向 上す る為 のRIIレ ベ ル の 再生 希 望 を有 して い る こ

とを意 味 して い る。 又 、 駐 車場 の改 善 ・拡 大 とい う再生 に関 して は、賃 貸 ・分

譲 共 に極 めて高 い希 望割 合 を示 した。

賃貸 住 戸居 住 者 の約7割 、分 譲住 戸居 住者 の約9割 が何 らか の再 生 内容 に対

して 再生 希 望 を示 してお り、任 意 のR・Dレ ベ ル で 再生 希 望 回答 数 が多 い居 住

者 は 、他 の レベル にお い て も同様 の傾 向 を示 してい る こ とが わ か った。 例 外 と

して 、 「DIレ ベル の再 生 を多 く希 望 し、DII・IIIレ ベル の再 生 を殆 ど希 望 しな

い」 グルー プ の存 在 が確 認 され た 。以 上 の結 果 は、P1(住 み手)は 大 き く、(1)

DI(住 戸)レ ベ ル の再 生 に特 に 関心 を もつ グル ー プ 、(2)DI～DIIIの 再生 に

対 して ほ ぼ同様 に 関心 を もつ グル ー プ、(3)再 生 に無 関心 な グルー プ 、 の3つ に

分類 され るこ とを意 味 してい る。又 、Dレ ベ ル を軸 と した 分布 に 大 きな 団地 間 ・

住 棟 タイ プ 間 の差 異 は認 め られ ない。 一 方 、Rレ ベル を軸 とす る と住棟 間 に傾
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向の違いが存在 してお り、この傾向の違いの要因は、居住者属性にある可能性

が高いことがわかった。

P1(住 み手)の属性 と再生希望割合の関係 については以下の特徴が抽出された。

(1)間 取 り:賃 貸では、現居住住戸面積が狭いP1に おいて住戸面積拡大に対す

る希望割合が高く、居室収納の増設希望は、必ず しも住戸 ・収納面積 とは関

連 していない。分譲では、賃貸 と異なり、現居住住戸面積が狭いP1(住 み手)

とその他 との面積拡大希望割合割合の差異はみられない。

(2)居 住階数:居 住階数 による再生希望割合の違いが抽出された再生項 目に関 し

て賃貸住戸居住者 と分譲住戸居住者間での共通性は殆どみ られない。賃貸に

おいては移動の利便性に関 して、又、分譲においては設備 ・配管に関 しての

再生項 目について居住階の違いが再生希望割合に影響 している。

(3)子 供/老 人 の有無:「 段差の解消」「手摺の設置」 といった老人 ・子供に対す

る危険の排除や生活の補助に関する再生項 目については、抽出された項 目の

違いはあるものの、賃貸 ・分譲共通 して子供や老人が同居 している回答世帯

において希望割合が高い。賃貸においては、設備性能の向上に関す る再生項

目に関して 「子供有」・「老人無」各グループの再生希望割合が高い。

(4)世 帯主年齢:賃 貸分譲共に、世帯主年齢 「60歳代以上」はDIレ ベル の居住

性能向上に関する希望割合が特に低い傾向があ り、又、「30歳代以下」は「構

造体の補強」とい う安全性能向上 ・地球環境への配慮等に関する項 目への希

望割合が高い。これは、世帯主年齢の差による再生後に居住可能な期間の差

が再生効用への期待値の差 となって再生希望割合に影響 していると考えら

れる。

(5)世 帯人数:賃 貸 ・分譲共通 して、DI(住 戸 内)レベルの改善項 目に関 して単

身世帯の希望割合が低い再生項 目が多くみられる。

(6)世 帯年収:賃 貸 においては、世帯収入が高いグループの再生希望割合が他に

比 して特に高い再生項 目がみられず、逆に、世帯年収が低いグループが際立

って高い希望割合を示 した再生割合(2戸1改 造 ・部屋 の増設等)が 存在 し

てい る。これ は、居住者の流動性が高い賃貸住戸においては世帯年収に応 じ

た居住性能を有する住戸選択が比較的自由に行われてお り、結果 として世帯

年収が低いグループが平均的水準を下回る居住性能 を有する住戸に居住 し

ているという事実に起因 している為であると推定される。

(7)居 住年数/居 住予定年数:賃 貸 の現住戸の居住年数 に関 しては、「居住11年

以上」の水回 り設備 ・内装更新に対する再生希望割合が高いが、これは 「空

家補修」再生を行 う機会が無いことから劣化が進行 している為であると考え

られる。又、分譲の 「居住10年 以下」 の構造体補強に対す る再生希望は、
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建 設 後10～20年 を経 過 した 中古集 合 住 宅 を購 入 した こ とに よる安全 性 の不

安 を示 唆 して い る。 居住 予 定年数 に関 して、特 に賃 貸 にお い て顕 著 にみ られ

る 「一生 住 み た い」 グル ー プの希 望 割合 が 低い傾 向 は、居 住環 境 へ の満足 度

の反 映 で あ る と考 え られ る。

(8)2戸1の 有 無:2戸1改 造 後住 戸 の居 住者 に よる再生 希望 回答 で は 、全体 的

に再 生 希 望度 合 い が低 い こ とが わ か る。 これ は、間取 り変 更 とい う大規模 改

造 に伴 って 住 戸 内設 備 ・仕 上 げ等 の 更新 が行 われ た 為 で あ る と考 え られ る。

但 し、 「水 回 り設備 」 「防音 」 「外壁 」 「駐 車 場」 の性 能 向上 につ いて は 、他 グ

ルー プ(8%～26%)に 比 して9%～37%と 再 生希 望 が各項 目につ い て6%～

16%高 い。

実 際 に は、各P1(住 み 手)は これ らの各居 住者 属性 の組 み 合 わせ に よ る属性

を有 して い る こ とか ら、P1(住 み 手)の 再 生項 目毎の 再生 希望 も、各 居住 者属 性

に よる正 ・負 の 再 生 イ ンセ ンテ ィブの組 み 合 わせ に よ って形 成 され て い る可能

性 が高 い。

(5)合 意 形 成 の 為 に有 効 で あ る と考 え られ る方 法試 論 の提 示[第IV章]

第IV章 で は、集 合 住 宅 の合 意形 成 の為 に有 効 で あ る と考 え られ る方 法試 論 を

提 示 した。

第 一 に 、P3(公 共 主 体)の 負 担 の論 理 と方 法 につ いて 述べ た。そ もそ もP3(公

共 主体)の 役割 は 、政策 上 の 目的 と して公 平 で効 率的 な 「市 場 の失 敗 」及 び 「政

策 の失 敗 」 を相殺 す る こ とに あ り、 この 達成 に よ り効 用 を得 る こ とに な る。 収

集 事 例 をP3(公 共主 体)の 政策 目標別 に以下 の よ うに整 理 した。

(1)再 配 分:低 所得 者用住 宅 ・家賃 補助(Bijlmermeer)

家賃 コン トロール ・再生効 果 ポイ ン ト(オ ラン ダ)

(2)外 部 不 経 済 の排 除:ス ラム ・麻 薬 ・バ ンダ リズ ム対 策(Bijlmermeer、 米 ・

ベ ニ ン グパ ー ク)

(3)最 低限 の居 住 レベ ル保 証:失 業対 策 ・教 育補助(Bijlmermeer)

(4)政 策失 敗 の相殺:高 齢 者対策(高 蔵 寺ニ ュー タ ウン)

P2(所 有 主 体)の 経 営 安 定確保(オ ランダ ・デ ンマー

ク)

(5)住 宅政 策 の効 率化:民 間活 用(米 ・ベ ニ ングパ ー ク)

賃貸P1・2化(デ ンマ ー ク)

Koophuur(オ ラ ンダ)

これ らの項 目の内 、(2)(外 部 不経 済 の排 除)・(3)(最 低 限 の居 住 レベル 保 証)に つ

いて は我 が 国 で は原 因 とな る現象 が生 じて い ない為 、将 来 にお い て社 会 的 に原
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因事 象 が問題 とな った場 合 の 政策選 択肢 と して位 置 付 け られ る。(1)(再配 分)の 家

賃 コン トロール につ いて は 、 日本 の経 済 的方 政 策 向性 を含 めてP3(公 共 主 体)の

役割 範 囲 を議 論す る必 要 が あ るが 、集 合 住 宅 再 生 の効 果 ポ イ ン ト制 度 は 、 再 生

行為 に よる居住 環境 向上 の為 の イ ンセ ンテ ィブ制 度 と して 参考 に な る。(4)(政 策

失敗 の相殺)のP2(所 有 主体)の 経 営安 定確 保 を 目的 と した保険 制 度 は 、特 に区分

所 有制 度 に よ るP1(住 み 手)の 共 同所 有 とい う形 式 で運 営 してい る我 が国 の分譲

集合 住 宅 にお い て は、 経 営 上 の リス ク が住棟 単位 に集 中 してお り リス クの 分散

が 図 りに くい 状況 とな って い る こ とか ら制 度 導 入 に よる経営 安 定 上 の メ リッ ト

が大 きい と考 え られ る。又 、(5)(住宅政策 の効 率化)に つ い ては 、我 が 国 にお け る

住政 策 の硬 直化や 非効 率 の改善 に寄 与す る可能 性 が あ る。

第二 に、P4(専 門 家)の 役 割 につい て記 述 した。1992年 以 降 のBijlmermeer

にお け る第2次 大 規模 再 生 プ ロ グラム に 関わ る主 体 間の 関係 をみ る と、P4(MP

Bureau)はP1(住 み手)間 の合 意形 成 を、P4(Project Office)はP1(住 み 手)・

P2(所 有 主体)・P3(公 共 主体)間 の合意 形 成 を取 り纏 め る役 割 を担 って い る。

1992年 の第2次 大規 模 再生 開 始前 に はMP BureauやProject Officeの よ う

な合意 形 成 を取 り纏 め る役 割 を担 うP4(専 門家)主 体 は存在 して い な か った 。

そ の為 に、 再生 を阻害 す る以 下 の よ うな 問題 が 存在 して い た。(1)P1(住 み 手)

の再 生希 望 が反 映 しない 、(2)P2(所 有 主 体)の 資 金 調 達 の難 しさ ・不 十 分 な市

場 調査 、(3)P3(公 共 主 体)が 資 金投 資効 果 を把握 で きな い、(4)P4(専 門 家 ・建

築 家)がP1(住 み 手)の 意 思 を反映 した 再生 計 画 を作成 す るこ とが で き な い、

で あ る。MP BureauやProject Officeの よ うに、 再 生 に対 す る他 主体 の意 思 を

総 合 し、合 意形 成 を補 助す る役割 を担 うP4(専 門家)を 「総 合化 主体 」 と呼 ぶ

こ とにす る と、 この統 合化 主体 の役 割 は 、(1)P1(住 み 手)に 対 して は、 再 生 に

対 す る意 見 を吸 い 上 げ、 総合 化 し、再 生 メ ニ ュー を提 示 す る こ と、(2)P2(所 有

主体)に 対 して は、 住宅 市 場 の把 握 に基 く再 生計 画 資金 計画 を提 示 し、資 金 調

達 を行 い、 再生 後 に再 生行 為 を評価 す る こ と、(3)P3(公 共 主 体)に 対 して は 、

再生 効果 の社 会 性 を提示 し、公 共投 資 の受 け皿 とな る こ と、(4)建 築 家 ・工 事 業

者 等 の他 のP4(専 門 家)に 対 して は、住 み 手 の意 思 の吸 い 上 げ を担保 し、 再 生

メ ニ ュー ・再 生計 画 の 事前 事 後 の評 価 を行 い 、 事業 のス ケ ジ ュー ル に 責任 を持

つ こ と、 と整理 で き る。 一 方 、 高蔵 寺 ニ ュー タ ウン にお ける公 団集 合住 宅 再 生

関連 主体 間 の関係 をみ る と、賃 貸集 合住 宅 にお いて は、RI・IIレ ベ ル の再 生 は

P1とP2に 限 られ た 関係 で行 われ 、RIIIレ ベ ル に はP4が 加 わ る。 こ こには 「総

合 化 主体」 は存在 してい な い。 これ は、 再生 意 思決 定 レベ ル がDI・DII・DIII

の一 部 に限 られ て 、再 生 レベ ル もRI・IIが 中 心 で あ る こ とが 高蔵 寺 の ケー ス

にお け る総合化 主 体 の必要性 を減 じてい る為 で あ る と考 え られ る。
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P1(住 み 手)の 合 意形 成 を例 えば 「小 さな 合意 形 成 」 と呼ぶ こ とにす る と、P1
～P4を 含 めた イ ンセ ンテ ィブ の調整 は

、 「大 きな 合意 形成 」 と表 現 で き る。 意

思 決 定 レベ ル ・再 生 レベ ル が低 い場 合 には 「小 さな合 意 形成 」 を主 眼 に再生 を

進 め る こ ともで き るが 、R・Dレ ベ ル が上 昇 し関連 主 体 の範 囲 と再生 内容 の範 囲

が拡 大 した場 合 、 「大 きな合 意 形 成 」 が 必要 とな る。 この とき、 「総 合化 主 体 」

の役割 で あ る各 関 連 主 体 間 の効 用 とイ ンセ ンテ ィブ の調 整機 能 が重 要 で あ る
。

又 、高蔵 寺 ニ ュー タ ウン にお け る分譲 集 合住 宅 の再 生履歴 にお いて 、DIレ ベル

へ の 再生 希 望 と実施 例 が 多 い とい う事 実 は
、P1・2が 自由に再 生 へ の投 資先 を

選択 した 場 合 に 「公 共財 」 よ りも 「私有 財 」 に傾 くとい う原則 に沿 うもので あ

る。 この原 則 に従 え ば、DI(住 戸)レ ベ ル に比 してDII(住 棟)・DIII(団 地)

レベ ル の再 生 は疎 か に な る可能性 が 高い。 「総合化 主体 」 は、第 三者 と して の客

観 的 な視点 と予 測 され る再 生効 用 に対 す る専 門的 知識 ・経 験 に基 く意 思 決定(D)

レベ ル 全 体 に亘 るバ ラ ンス の とれ た再 生 メニ ュー の提 示 をP1に 対 して行 うと

い う役割 を担 うこ とに よ って も集 合 住宅 の再生 に寄 与す る可能性 があ る。

最 後 に、P4(専 門家)が 提示 す べ き再生 メニ ュー にお け る再 生項 目抽 出方 法

の一 つ の試 案 と して 、III章 にお い て記 述 した居 住 者属 性 と再生 希 望傾 向 との 関

係 に着 目 した成 果 を援 用 す る可能 性 を提 示 した。 即 ち、III章 で得 た 、(1)個 別 の

再 生 項 目に対す る再 生希 望 は、駐 車 場 の拡 大等 の極 く一部 の項 目を除 けば50%

に も満 た な い 、(2)し か しな が ら、希 望 者 が全 く存 在 しない 再生 項 目は殆 ど存 在

しな い 、(3)再 生 項 目に よ って は再 生 希 望 の割 合 が居 住 者 属性 と関係 してい る、

(4)再生項 目毎 に寄 与す る居 住 者属 性 の種類 お よび 寄与 の度合 い が異 な る、 とい

う結 果 を踏 ま えて 、居 住 者 属性 を説 明 変数 と した 再生 希 望 に対 す る数 量 化II類

に よ るカ テ ゴ リー ス コア を算 出 し、各P1(住 み手)再 生希 望 の推 定 判別 を行 った。

居 住 者属 性 に よ る再 生 希 望 の推 定 に用 い たデ ー タが 高蔵 寺 ニ ュー タ ウン に限 ら

れ て お り、 又 、標 本 数 も数 百 に過 ぎ ない為 、 この結果 を もっ て確 実 な再 生希 望

推 定 を行 っ た とは断 言 で き ない もの の、P4(専 門 家)に よ る再 生 メ ニ ュー 策 定

時 の1つ の有 効 な方 法 と して 用い るこ とがで き る可能性 があ る。
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V-2今 後 の 課 題

本研 究 の展 開上 の課題 、或 い は関連性 のあ る課題 を以 下 に挙 げ る。

(1)第III・IV章 にお い て採用 した居 住者 属性 に基 く再生 イ ンセ ンテ ィブ分 析 と分

析 に基 く再 生項 目抽 出手法 は、本研 究 に お いて は高蔵 寺 ニ ュー タ ウン公 団 住

宅居 住 者 を対象 と した もの に限 られ て い る。異 な る コ ンテ クス トを有す る集

合住 宅 居住 者 、或い は、戸 建 て住 宅居 住 者等 に対 して の適 用 可能 性 を検討 し、

コ ンテ クス トに応 じた説 明 変 数 の抽 出 と重 み 付 け を行 うこ とが 分 析 モ デ ル

と して の精 度 を上 げ る為 に有効 で あ る。更 に、高蔵 寺 ニ ュー タ ウン にお いて

も経 年 変化 を観 察す る こ とに よ り手 法 の効 用 と限界 が確 認 で き る。又 、意 思

決 定へ の参加 とい う行 為 か ら得 られ る価 値 や コ ミュ ニテ ィー の維 持 ・住 み 続

けた い とい う価値 評 価 を含 め たP1(住 み手)の 再生 意識 の検 討 は、本 研 究

の成 果 を更 に実効 あ るもの とす る為 に必要 で あ る。

(2)第V章 にお い て提示 した 「総合 化 主 体」とい うP4(専 門家)の 役 割 概 念 の再 生

プ ロセ ス にお け る職 能 の確 立 の為 には 、実務 上 の位 置付 けが検 討 され る必 要

が あ る。

(3)DII(住 棟)レ ベ ル 以上 の 再生 を対 象 と した合意 形 成 メカ ニ ズ ム の方 法論 と

して は、再生 効用 と費用負 担 の関係 に着 目 した公 共財 投 資 メカ ニ ズ ムデザ イ

ンの適 用 可能性 が あ る。

(4)ニ ュー タ ウン研 究 と して は、集合 住 宅 以外 の建 築機 能へ 対 象 を拡 大 す る こ と

に よ り、ニ ュー タ ウン全 体 の空 間 とそ の再 生 の在 り様 につ い て記 述 ・分析 す

る こ とが可 能 とな る。 これ に よ り、地 域 的均 衡 の解 析 と評 価 へ と研 究 内容 を

発展 させ る方 向性 が残 され て い る。

(5)本 研 究 は 、建 築 ・建 設 業 の産 業的 側 面 につ い て は触 れ て い ない 。新 築 中 心 の

住宅 ・建 築 市場 が 、再生 中心 の 市場 へ と転 換 す る過 程 で は、産 業 と して の様 々

な軋 轢 が生 じるこ とが予想 され る。 その 転換 過程 にお いて は、住 宅 ・建築 生

産 シ ステ ムの オー プ ン化 、組 織 的変 革 、産 業面 で の公 共 主体 の サ ポー ト等 が

必 要 とな る。又 、資 産的価 値 の保 持 ・向上 を 目的 と した 再生 イ ンセ ンテ ィブ

を確 保 す る為 に は再 生効果 が適切 に評 価 され る 中古 市場 の整 備 が 望 ま れ る。

(6)集 合 住 宅 再 生 の海 外 成 功 事 例 の ボ キ ャ ブ ラ リー を我 が 国 に適 用 す るた め の

制約 条件 の検討 は、実務 上 の課題 と して残 され て い る。
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